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令和４年４月１日から、労働施策総合推進法に基づく「パワーハラスメント防止措置」が全面施行となり、企業規模によらず、

職場におけるパワーハラスメント対策が義務となりました。具体的には以下の措置が必要となります。

１．事業主の方針の明確化およびその周知・啓発

２．相談（苦情）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

３．職場におけるパワーハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応

４．併せて講ずべき措置（プライバシー保護のための必要な措置等、事業主に相談した

こと等を理由として解雇その他不利益な取扱いをされない旨の定め等）

令和３年及び令和４年（３月末）の労働災害発生状況について

■ 職場におけるパワーハラスメント対策が義務となりました！

■ 石綿の有無の事前調査結果の報告が施工業者（元請事業者）の義務となりました！

令和４年４月１日から、建築物などの解体・改修工事を行う施工業者（元請業者）は、該当する工事で石綿含有有無の事前

調査結果を労働基準監督署に報告することが義務づけられております。報告は、環境省が所管する大気汚染防止法に基づ

き地方公共団体にも行う必要があります。報告は、原則として電子システム「石綿事前調査結果報告システム」から行うことと

なっています。パソコン、タブレット、スマートフォンから24時間オンラインで行うことができ、１回の操作で労働基準監督署と地

方公共団体の両方に報告することができます。石綿の事前調査結果の報告対象となる工事は以下のとおりですが、制度の概

要は、裏面を参考にしてください。

【報告対象となる工事】※個人宅のリフォームや解体工事なども含まれます。石綿がない場合も報告が必要です。

※１ 建築物の改修工事とは、建築物に現存する材料に何らかの変更を加える工事であって、建築物の解体工事以外のものをいい、リフォーム、

修繕、各種設備工事、塗装や外壁補修等であって既存の躯体の一部の除去・切断・破砕・研磨・穿孔（穴開け）等を伴うものを含みます。

※２ 定期補修や、法令等に基づく開放検査等を行う際に補修や部品交換等を行う場合を含みます。

※３ 以下のものが該当します…・「反応槽」、「加熱炉」、「ボイラー」、「圧力容器」、「煙突（建築物に設ける排煙設備等の建築設備を除く）」、「配

管設備（建築物に設ける給水・排水・換気・暖房・冷房・排煙設備等の建築設備を除く）」、「焼却設備」、「貯蔵設備（穀物を貯蔵するための設

備を除く）」、「発電設備（太陽光発電設備・風力発電設備を除く）」、「変電設備」、「配電設備」、「送電設備（ケーブルを含む）」、「トンネルの天

井板」、「遮音壁」、「軽量盛土保護パネル」、「プラットホームの上家」、「鉄道の駅の地下式構造部分の壁・天井板」

本件の問合せ先は、「秋田労働局雇用環境・均等室」になりますが、ハラスメント対策規定例や周知例、対応事例集

などを秋田労働局ＨＰ特設ページ「職場におけるハラスメント対策」でご紹介しています。是非参考にしてください。

NOパワーハラ！



石綿の有無の事前調査結果の報告制度の概要

電子システムによる報告は、令
和４年３月18日から利用可能と
なりました。


